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1．はじめに 

 

近年、社会資本整備に際して住民参加を重要視する動

きが高まり、河川環境整備事業や公園整備事業、コミュ

ニティゾーン形成事業などでは住民参加を取り入れた事

業が各地で盛んに行われている。 

道路整備事業では住民参加を取り入れた事例はこれま

であまり多くなかったが、多様化した住民のニーズに応

えるため、次第に住民参加の手法が取り入れられつつあ

る1)。特に生活道路整備においては最もニーズを把握し

ている住民の意見を取り入れることが必要である。 

こうした中で北九州市では、狭隘道路・行き止まり道

路を多く含む市内35地区を対象として、主に防災空間の

確保と生活環境の改善を目的に、地区内を貫く生活幹線

道路を整備事業することとし、住民参加の手法を取り入

れた事業を広範に実施している。 

本研究では、北九州市における生活幹線道路整備事業

を事例として、関係資料の整理、市の担当者や地元協議

会の代表者へのヒアリング調査を通して、その経緯を整

理し、住民参加型事業の実態を把握して、住民参加が円

滑に行なわれるために必要な条件と課題を明らかにした。 

 

２．生活幹線道路整備事業 

 

（１）道路事情と背景 

生活道路の整備は従来、住民の要望に対してその都度、

検討し実施するケースがほとんどであった。このような

整備方法では、部分的効果は期待できるものの、地域全

体の改善にはつながらず、また、整備水準の地域間格差 

が生じてしまう結果となっていた。 

そこで北九州市は、市域全体を対象に生活道路の整備

を計画的に行なう「生活幹線道路整備事業」を平成８年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

から開始した。これは、生活道路整備が遅れ、狭隘道路

や行き止まり道路の多い住宅地を対象とし、防災空間の

確保・生活環境の改善・ライフライン（水道、ガス、下

水道等）の収用空間確保を目的として、図－１のような

生活幹線道路の整備を進めるものである。 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要幹線道路：４車線以上の都市計画道路 

補助幹線道路：２車線の都市計画道路 

生活幹線道路：幅員８m程度以上の生活道路 

 図－１ 生活幹線道路のイメージ 
 

 

（２）事業の進め方 

北九州市では、生活幹線道路整備を地区住民のための

道路整備と位置づけ、住民の参加を得ながら計画すると

いう方法で事業を進めることにした。 
まず、地区住民の代表者から成る地元協議会の設立を

お願いし、地元協議会と市との協議で整備するルートや

詳細を決定する。 
その後、沿線住民へのアンケートを行い、ルート案に

対する賛成および条件付賛成が７割以上であれば事業着

手するという方法で行っている。事業の基本的な流れを

図－２に示す。道路整備においては地元協議会でルート

案の提案・調整・決定を行い、反対者への説明なども住

民により構成される協議会が協力して行なう。こうした

制度は全国でもあまり類を見ない。 
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（３）対象地区 

対象地区は幅員６ｍ（２車線）以上の道路、あるいは

未整備の都市計画道路で囲まれた住宅密集地で、地域内

を連続して貫く生活幹線的な道路（幅員６ｍ、２車線以 
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上の道路）がなく、面積が25ha以上となる35の地区が選

定された。これらの地区には防災空間の不足や狭隘道路

などの主な課題の他に、歩道が少ない、地域分断が生じ

ている、交通弱者への対応など、各地区の特徴とともに

様々な課題が存在する。表－１に各地区の特性と進捗状

況を示す。協議会設立が実現した地区は35地区中19地区

であり、さらに事業着手できたのは15地区と半数に満た

ない状況であり、参加型事業の立ち上げの困難さが伺え

る。 

  

 

 

 

 

事業計画の立案 

 

地域の問題点の把握（調査） 

概 略 説 明 会 

地元代表組織の結成 

概要説明の回覧 

単位町内会長 

概要説明と 

組織作りのお願い 

単位町内会長 

地元有志 

整備方針と概略

ルートを提示 

地元代表組織 

沿線住民 

70％以上（条件付を含む）賛成があれば事業化 

地元代表組織 

対象地権者 

最終ルート案の作成・提示 

事業の説明会 

概略設計 

事業のスタート 

測量・概略設計を行うことを

伝え、協力をお願いする 

概略ルート案への意見調整 

ルート案の作成 

ルート案のアンケート調査 

対象地権者 

最終案を提示 
事業開始の回覧 
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（４）事業遂行上の一般的な問題 

同市の担当者へのヒアリング調査と関連資料整理の結

果、次のようなことがわかった。 

本事業では住民は総論賛成各論反対の反応を示す傾向

にあった。また本事業が住民主体の事業であることや事

業の必要性について説明し、理解を得ることは非常に困

難を伴う。事業を通して住民の強い反対が起こる時点と

その内容は主に次の３つである。 

第１は、地元協議会設立のお願いの時点である。住民

の中には潜在的に行政側に不信を持つものも少なくない。

そのため最初の説明会で住民に誤解を与えてしまい、そ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 北九州生活幹線道路事業の進め方 

表－１ 35地区の進捗状況（H16現在） 

年少老齢

野江 25 1126 4504 403 14 18 13.4 24.12 ○ ○ ○ ○ ○ 狭い地域内道路を整備し交通の安全性、利便性を高める

森江 31.1 2931 9424.4 1219 14 22 6.77 17.46 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 国道3号との接続。地域を横断する幹線道路整備。

ヶ丘 39.1 3829 9792.8 1590 16 15 2.44 13.36 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 歩道のある幹線道路の確保

野 42.2 4438 10517 2013 13 16 1.49 12.32 ○ ○ ○ ○ ○ 特に防災活動が困難であるため、道路幅員の確保が重要である

ヶ丘 38.8 2867 7389.2 1014 16 14 3.56 12.45 ○ ○ ○ ○ ○ 特に防災活動が困難であるため、道路幅員の確保が重要である

原 45.9 5845 12734 2266 18 15 3.17 11.9 ○ ○ ○ ○ 特に防災活動が困難であるため、道路幅員の確保が重要である

津 75.3 6338 8417 2609 16 12 3.05 7.91 ○ ○ ○ ○ ○
外周道路へのアクセス性向上と防災機能を併せ持った歩道のある道路
整備

崎 61 6379 10457 1921 14 18 2.94 9.56 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域内交通の集散機能を有する幹線道路整備

小倉 28.5 3044 10681 1117 15 16 3.02 8.8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 昔からの集落とミニ開発された住宅地の集合体でバランスが悪い。

丘 53.4 8994 16843 1567 15 16 3.78 9.62 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 交通の集散機能を持った生活幹線道路整備を行う

根 58 2739 4722.4 930 16 12 9.31 17.23 ○ ○ ○ ○ ○ 周辺道路との結節性の向上

網 33 2257 6839.4 725 21 12 11.35 18.75 ○ ○ ○ ○ ○ 地域内道路の階層化

原 52 2408 4630.8 927 17 13 5.9 14.8 ○ ○ ○ ○ ○ 地域内道路の階層化

部山 32 2265 7078.1 850 13 17 4.82 12.85 ○ ○ ○ ○ ○ 地域内道路の階層化

川 71 5750 8098.6 2171 14 15 4.99 12.46 ○ ○ ○ ○ ○ 地域内道路の階層化

園 50 4934 9868 1994 15 16 4.03 11.52 ○ ○ ○ ○ ○ 地域内交通の集散機能を有する幹線道路整備

代 49 3536 7216.3 1314 13 15 5.76 12.5 ○ ○ ○ ○ 地域内交通の集散機能を有する幹線道路整備

吉 - - - - - - 8.23 10.54 - - - - - - - - - - - -

30 2324 7746.7 843 19 11 8.04 10.16 ○ ○ ○ ○ ○ 地域内交通の集散機能を有する幹線道路整備

山 85 8294 9757.6 3507 7.6 14 7.96 4.44 ○ ○ ○ ○ ○ 特に狭隘道路の解消

丸 25 2110 8440 885 13 28 9.32 3.52 ○ ○ ○ ○ 高齢者比率が高いため福祉につながる整備が必要

光 27 2311 8559.3 881 13 19 10.29 3.09 ○ ○ ○ ○ 交通弱者を守るための道路整備

子丸 35 3300 9428.6 1242 12 18 11.14 2.77 ○ ○ ○ ○ ○
丘陵地のため坂道が多く起伏の激しい道路が多い。見通しのよい道路
整備

島 31 3598 11607 1322 13 18 11.78 2.65 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 地域内横断方向の通行をスムーズにする

田 44 2635 5988.6 984 11 23 5.82 5.87 ○ ○ ○ ○ ○ ○
ミニ開発された中央と旧住宅地のバランスが悪く統合性重視の整備が
必要

蔵 49 4250 8673.5 1608 12 21 6.62 5.18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 山側の道路の縦断方向の整備

・大
39 3637 9325.6 1388 16 16 5.53 5.49 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ばらばらに配置された道路を明確にする

尾 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

原 44 4548 10336 1661 14 20 13.71 3.3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 高齢化、世代交代に対応した地域整備。

犬丸 31 2432 7845.2 897 10 19 14.11 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 高齢化、世代交代に対応した地域整備。高低差がある地域である

原 66 5444 8248.5 1914 19 12 13.16 4.23 ○ ○ ○ ○ ○ 空地部分に住宅が増加しても十分耐えうる道路整備。

津
44 3253 7393.2 1155 13 18 14.14 4.94 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

迷路的な地区への風穴としての生活幹線道路。道路整備の遅れた地
域。

日台 29 2522 8696.6 934 13 23 15.06 5.15 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○
高齢化に対応した地域整備。（幹線道路サービスの水準は極めて低
い）

場山 - - - - - - 16.88 8.66 - - - - - - - - - - - -

戸畑区 山 25 3255 13020 1251 15 17 5.86 5.58 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 入り組んだ道路を簡素化し地域内交通量の拡散を図るような道路整備
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の後の進行が円滑に行なえなかった例もあることから、

事業の主旨説明には十分な慎重さが求められる。 

第２は、利害関係の調整の時点である。自分の所有地

がルートにかかり、用地買収によって敷地面積が狭くな

る場合や立ち退きの必要が生じた場合に反対が起こる。

その際、行政担当者には、様々な住民の苦情を辛抱強く

受け止める忍耐が必要となる。 

第３は、情報提供の時点である。住民参加にとって重

要な要素である情報伝達は町内会を中心として行われる

が、町内会非入会住民や関心の低い住民への伝達が困難

となるため、後になって情報伝達が十分でなかった住民

から苦情が出ることが多い。 

これらの問題により事業進行は困難を極めている。 

 

３．事例地区の概要および協議会の流れ 

 

（１）地区の特色 

各地区において、整備事業が難航していることは前述

したが、中には比較的スムーズに事業が進行した地区も

存在する。そうした事例として長行（おさゆき）地区を

取り上げ、スムーズに事業が進行し着手に成功した要因

について考察する。  

本地区は地区内に狭隘道路や行き止まり道路を多く含

む地区である。また本地区の特徴として、町内会を中心

とした地区住民のつながりが強いということが挙げられ

る。地区内の社会福祉団体を中心に川の清掃などのボラ

ンティア活動も積極的に行なわれ、町内会主催の行事

（スポーツ大会、花見など）も頻繁に開催されている。

くわえて本地区が昔から近隣の河川の氾濫による浸水被

害に悩まされてきたため、地区住民の防災意識が高い点

も忘れてはならない。この地区では以前から災害対策の

ための河川整備を行政に働きかけるといった活動が行な

われており、また本事業直前には地区内の公園を住民主

導で整備した経験もある。 

 

（２） 地区の整備課題 

 本地区の主な整備課題は、緊急自動車の進入が困難で

あることと、小学校への通学路が特に狭く歩道もないた

め危険であることの２点であった。地区の近隣にある消

防署から消防車で地区内に侵入するためには、いったん

幹線道路に出て回り道をする必要があり、進入できたと

しても地区の隅々までは入れず、消防活動に支障をきた

す状況であった。また通学路についても道路の幅員が1.

9ｍしかないため、車が通ると歩行空間はほとんどなく、

歩行者は「壁に張り付いてよけていた」というほどであ

った。今回は主にこの２点を改善する方向で事業が進め

られた。 

 

（３） 協議会設立から事業着手に至る経緯 

協議会設立から事業着手までの大まかな流れを以下に

述べる。地区の具体的な問題点や課題を把握した後、市

は各校区の連合会長が集まる自治連合会で、事業の主旨

説明を行なった。事業対象に選定された本地区と隣の地

区の2地区を含む連合町内会（16町内）の連合会長がさ

っそく連合町内会議（16町内の町内会長らで構成）にお

いて事業内容の説明をしたところ、大多数が前向きの反

応を示したため、その後開催された第１回協議会で大ま

かなルート案（図－３）を決定した。 
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図－３ ルート案 

 

 

 

 

 

連合会長は市の担当者にルート案を見せ、同意を得た

後、市での細かな検討と図面と文書の作成を依頼した。 

合計して４回の協議会が行われた。 

第１回協議会（平成９年６月）では、市が作成した図

面と文書を参考にルート案の提示と各ルート案の主旨の

説明等が行なわれた。 

 第２回協議会（平成９年８月）では、ルート案提示と

説明を受けた住民の反応が報告された。４町内はほぼ賛

成で積極的であったが、１町内で「道路が広くなれば地

価が上がり、税金負担が重くなる」、「通過交通が増え、

かえって危険」などの反対があった。このため、地区内

の小学校を借りて同地区対象の説明会が開催され、市の

担当者と連合会長によって説得が行なわれた。 

第３回協議会（平成９年９月）では、全町内で一応の

賛成が得られたことを確認したうえで、測量開始の旨が

伝えられ協力のお願いがなされた。また同内容の文書が

作成され、町内会長によって住民に配られた。 

第４回協議会（平成９年１２月）でルート案に関する

最終調整を行い、ルートごとに沿線住民へのアンケート

調査によって条件付を含む７割以上の賛成を得、翌平成

11年、事業着手に至った。例としてＢルート（通学路）

に関するアンケートの質問と結果を図－４に示す。 

図－４を見ると、生活幹線道路は約80％の住民が必要

であると回答しているにもかかわらず、ルート案に関し

ては「家にかかる」などの理由により賛成が70％となっ



ており、やはり総論賛成各論反対の傾向が見える。賛成

条件としては、補償金額に関するものが最も多く、その

他も代替地や再築などの用地交渉に関する条件がほとん

どであり、事業遂行の困難さがうかがえる。 
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４．本事業における事例地区の特質と考察 

 

（１）長行地区の事業の特質 

長行地区は、対象地区の中でも特に円滑な進行が見ら

れた地区である。以下その地区の特徴について考察する。 

① 情報提供 

本地区における情報伝達は主に、事業説明会での経過

報告や、各家庭への文書の配布と、町内会議での説明に

よって行なわれた。これは協議の度に行なわれ、後々の

トラブルが起こらないよう配慮されていた。また地区住

民間のネットワークが、綿密な情報伝達に有効に機能し

たといえる。このことは本地区の特筆すべき点である。 

② 行政側の柔軟な対応 

用地買収時に計画ルートが実現不可能になった時点で

は、ルート案を修正するという行政側の柔軟な対応が見

られた。その例として本地区では計画当初、地区を南北

に貫くルート（BルートとC ルートをつなぐもの）が考

えられたが、高度の住宅密集地であることから見送られ

ている。また、その他にも、用地買収後の残地の処理や

交渉に入った後のルートの変更などにおいて、与えられ

た条件内で工夫することによって目標を達成するという

柔軟さが見られた。 

③ 地域リーダーの存在 

他の地区と同様に本地区でも数々の反対者が出現し、

その都度、協議会メンバーの対応によって合意形成が図

られた。反対者の説得は従来、行政による事業説明によ

って行なわれる場合が多いが、本事業では住民主体の事

業であるため、協議会メンバー（主にリーダー）が説得

を行う場面が多く見られた。 

 

（２）整備後の状況 

本地区における事業は2005年３月現在、一部を除いて

整備が完了している。整備された道路では狭隘道路が解

消されたことにより、緊急自動車が進入できる幅員が確

保され、自動車の通行や離合がスムーズになった。また、

歩道の整備によって歩行者の通行も安全になった。例と

して、Ｂルート内の整備前後の写真を紹介する（写真－

１参照）。ヒアリングの結果でも「良い道路になった」

と言う意見が多く、本事業の目標である防災空間の確保

と生活環境の改善は現時点で概ね達成できたと判断でき

よう。ただし、これらは現時点での評価に過ぎず、事業

評価は事業完了後に行われるべきである。市でも交通

量・事故発生件数の比較による評価を予定しているが、

さらに、住民参加のあり方や達成度を評価するために住

民アンケートなどを行い、住民の意見による評価が必要

であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q1生活幹線道路は必要か

79.3%

.9%
4.9%

必要 不必要 その他

Q2ルート案に賛成か

68.3%

28.1%

3.7%

賛成 反対 その他

Q3ルートが家にかかった場合

86.6%

13.4%

条件付賛成

絶対反対

Q4賛成条件

16.9%

37.9%

29.0%

12.1%

4.0%

代替地 補償金額 近辺再築

再築 その他

図－４ アンケート結果 

 写真－１ 整備前後の写真（Ｂルート南部） 
＜整備前＞ ＜整備後＞ 

 

５．まとめ 

 

本稿では、北九州市における生活幹線道路整備事業を

紹介し、その中で事業が比較的スムーズに進行した地区

の事例を取り上げてその住民参加の経過を整理した。 

その結果、円滑な住民参加を実現するためには、地区

におけるリーダーの存在と熱意、買収可能な土地内でル

ート案を工夫し目標を達成する方法を模索する柔軟な対

応の重要性が明らかとなった。中でも、町内会を中心と

した行事の開催や、その他の地区における様々な活動を

常々行ってきたことが、地区住民の協力的姿勢を生んだ

といえる。 
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